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１ 策定の趣旨 

 

○ わが国は、諸外国に例をみないスピードで高齢化が進行しています。総務省

「人口推計」によると、わが国の全人口に占める 65 歳以上人口の割合（以下

「高齢化率」という。）は、令和４（2022）年 10 月１日現在で 29.0％と過去

最高となりました。また、国立社会保障・人口問題研究所の「日本の将来推

計人口（令和５（2023）年推計）」によれば、高齢化率は令和 22（2040）年に

は 34.8％になると推計されています。 

 

○ 本県の高齢化率は、令和４（2022）年 10 月１日現在で、30.5％となってお

り、国立社会保障・人口問題研究所の「日本の地域別将来推計人口（令和５

（2023）年推計）」によると、令和 22（2040）年には 37.2％になると推計さ

れています。 

 

○ このような高齢化に加え、核家族化などによって、家族だけで高齢者の介護

を担うことが困難となる状況を受け、平成 12（2000）年４月から施行された

「介護保険法」の下、現在、介護は社会全体で支えることが基本理念となっ

ています。 

 

○ 本県は、介護保険制度を中心として、県民や市町および広域連合（以下「市

町等」という。）と協働して、高齢者を取り巻く課題に対応するため、令和５

（2023）年度までを計画期間とする「みえ高齢者元気・かがやきプラン（以

下「プラン」という。）」を策定しており、今回、これまでの取組の検証をふ

まえつつ、令和６（2024）年度から令和８（2026）年度までを計画期間とす

るプランに改定します。 

 

○ プランは、介護保険法第 118 条第１項の規定による「三重県介護保険事業支

援計画（第９期）」と老人福祉法第 20 条の９第１項の規定による「三重県高

齢者福祉計画（第 10 次）」を一体とした計画として策定します。 

 

○ 令和７（2025）年には団塊の世代全てが 75 歳以上となるほか、令和 22（2040）

年には団塊ジュニア世代が 65 歳以上になるなど、人口の高齢化は、今後さ

らに進展することが見込まれています。一方、75 歳以上の人口は、都市部で

は急激に増加し、もともと高齢者人口の多い地域では減少するなど、各地域

の状況は異なってきます。第８期計画では、介護予防や認知症施策の推進等

により地域包括ケアシステムのさらなる深化・推進を図るとともに、システ
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ム全体を支える介護人材の確保等に総合的に取り組むことで、地域共生社会

の実現をめざしましたが、第９期計画ではその取組をさらに進めることで、

引き続き地域共生社会の実現をめざします。 

 

図１－１ 新プランの期間 
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２ プランのめざすべき方向性 

 

○ プランのめざすべき姿は、「高齢者が元気に輝きながら暮らすことができる

社会」です。地域の実情に応じて、高齢者が可能な限り住み慣れた地域でそ

の有する能力に応じて自立した日常生活を営むことができるよう、医療、介

護、予防、住まい、生活支援が一体的に提供される「地域包括ケアシステム」

の深化・推進に取り組むことで、地域共生社会の実現を図ります。 

 

○ 具体的には、次の６つを柱に「地域包括ケアシステム」のさらなる深化・推

進を図ります。 
 
１ 介護サービスの基盤整備 
・施設サービスの必要性が高い高齢者が優先的に施設へ入所できるよう、入所基準の
適正な運用に向けた取組を行うとともに、特別養護老人ホーム等の介護基盤の整備
を進めます。また、住み慣れた地域で必要なサービスを受けられるよう、地域密着
型サービスの充実に向けて市町等を支援します。 

 
２ 地域包括ケアシステム推進のための支援 
 ・地域包括ケアシステムの深化・推進および地域共生社会の実現に向けて、介護保険

制度による公的サービスやその他のフォーマルやインフォーマルな多様な活動等
を有機的に連携・連結させ、包括的・継続的なサービス提供を支える地域包括支援
センターのコーディネート機能を充実させるために、市町および地域包括支援セン
ターなどが必要とする専門職アドバイザーの派遣などを行います。 

①地域包括支援センターの機能強化 
・地域包括ケアシステムの深化・推進に向けた中核的な役割を担う、地域包括支援
センターの体制強化を図るため、研修会の開催や地域ケア会議へのアドバイザー
派遣などを行い、機能強化に努めます。  

②介護予防・生活支援サービスの充実 
・厚生労働省における「介護予防・日常生活支援総合事業の充実に向けた検討会」
の議論をふまえ、市町等が実施する総合事業の充実に向けた取組を支援します。 

・介護予防の取組を進めるため、住民主体の通いの場について、機能の多様化や他
事業との連携等により一層の充実が図られるよう、市町等の取組を支援します。 

・保険者機能強化推進交付金等の評価指標の活用を市町等に促し、ＰＤＣＡサイク
ルに沿った事業の推進を支援することで、高齢者の自立支援・重度化防止等に係
る効果的な取組につなげます。 

・高齢者の保健事業と介護予防を一体的に実施し、地域全体で高齢者を支えること
ができるよう、市町の取組を支援します。 

・生活支援コーディネーター養成のための研修会を開催するとともに、就労的活動
支援についても周知啓発を行い、ボランティア活動や就労的活動による高齢者の
社会参加の促進を図ります。 

  ③在宅医療・介護連携の推進 
   ・在宅医療体制の整備に係る取組を推進するとともに、市町が在宅医療・介護連携

について主体的に課題解決を図り、ＰＤＣＡサイクルに沿った取組を進めること
ができるよう、伴走型の支援を行います。 

   ・保健・医療・福祉の関係団体・機関等で構成されるリハビリテーション協議会の
設置およびリハビリテーション連携指針の作成をめざします。 
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３ 認知症施策の推進 
①地域支援体制の強化と普及啓発～「共生」の取組 

・認知症サポーターを養成するとともに、見守りや家族支援への協力など、認知症
サポーターの地域でのさらなる活躍に向け、市町と連携してステップアップ講座
を開催します。 

・認知症の人本人からの発信の機会が増えるよう、「認知症とともに生きる希望宣
言」について、「認知症本人大使（希望大使）（仮称）」の任命を行うなど、地域
で暮らす本人とともに普及啓発に取り組みます。 

・地域の中で認知症サポーターを組織化し、認知症の人やその家族のニーズに合っ
た具体的な支援につなげる仕組みであるチームオレンジを地域ごとに構築する
とともに、その活動が継続されていくよう支援します。 

・若年性認知症の人とその家族に対する切れ目のない支援体制づくりに取り組み
ます。 

②医療・介護サービスの充実と予防～「予防」の取組 
 ・認知症疾患医療センターが、地域の認知症に関する医療提供体制の中核として、 

かかりつけ医や地域包括支援センター等の関係機関と連携し、地域の介護・医療 
資源を有効に活用できるよう、関係機関間の調整・助言・支援の機能を強化し、 
ネットワークづくりを進めます。 

・地域における高齢者の通いの場の拡充を支援するとともに、認知症の人のみなら
ず一般住民や高齢者全般を対象に整備されている社会参加活動・学習等の活動の
場も活用し、認知症予防に資する可能性のある活動を推進します。 

・認知症ＩＴスクリーニングを実施し、認知症の早期診療・介入を行う地域をさら
に拡大することで、事業の広域展開を進めるとともに、病診連携や医療・介護連
携の推進を図ります。 

 
４ 安全安心のまちづくり 
・必要な人が成年後見制度を利用できるよう、市町による利用の促進に関する基本的
な計画の策定や、地域連携ネットワークの中核となる機関の設置等について支援し
ます。 

・有料老人ホームやサービス付き高齢者向け住宅に対する指導・助言を行い、サービ
スの質の確保に努めます。 

・高齢者虐待の未然防止に向け、市町および地域包括支援センター職員や、介護施設
従事者等を対象とした研修会を実施し、正しい知識や対応についての普及啓発を行
います。 

・地震の発生や台風や線状降水帯発生に伴う土砂災害等により、高齢者や高齢者施設
が被災する事例が増加していることから、防災対策や高齢者が安心して過ごせる場
の確保に向けた取組を進めます。 

・介護サービス事業者に対し、令和６年度から義務付けられた業務継続計画（BCP）
の策定等について必要な助言や適切な援助を行っていきます。 

・介護サービス事業所等における感染防止対策について必要な支援を行います。 
 

５ 地域包括ケアシステムを支える介護人材確保および生産性向上の推進 
①介護人材の確保・定着 
・三重県福祉人材センターにおいて、無料職業紹介や求人・求職情報の発信等を行う
とともに、キャリア支援専門員を配置し、就職希望者と介護サービス事業所等との
マッチングを支援します。 

・介護職員の負担軽減と専門職化が可能となるよう、元気高齢者等が介護職員の周辺
業務を担う介護助手の導入を推進します。 

・外国人介護人材の参入・定着を促進するため、介護サービス事業所等が実施する奨
学金支給や集合研修等の取組に対して支援するとともに、受入説明会の開催等によ
り介護施設等における受入れ制度への理解促進を図ります。 

・介護職員の処遇改善に向けて、介護職員処遇改善加算等の取得支援を行います。 
・介護職場のイメージアップを図るため、小中学校・高校生等への魅力発信や介護イ
ベントを実施します。 
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②介護職員等の養成および資質向上 
・社会福祉施設職員の資質向上のため、三重県社会福祉研修センターにおいて、キャ
リアパス対応生涯研修、業種別研修、課題別専門研修等を実施します。 

・介護支援専門員の資格取得や資質向上に必要な研修を実施します。 
  ③介護現場の生産性向上の推進 

・介護サービス事業所等における文書負担軽減のため、国が示した標準様式例による
申請様式の標準化および添付書類の簡素化を行うともに、介護サービス情報公表シ
ステムを活用したオンラインによる指定申請等ができるよう取り組みます。 

・介護サービス事業所等が行う介護ロボットやＩＣＴの導入等を支援します。 

・介護現場の生産性向上を図るため、「介護生産性向上総合相談センター（仮称）」を
設置し、介護ロボットやＩＣＴ等の導入支援、経営面での相談対応等に取り組みま
す。 

６ 介護保険制度の円滑な運営と介護給付の適正化 
・介護保険制度の円滑な運営に資するため、市町等に対し必要な助言を行うととも
に、介護給付費負担金の負担を通じて適切な財政運営を支援します。 

・要介護認定が一律の基準で公平・公正かつ適正に実施されるよう、認定に関わる全
ての者の資質向上に取り組みます。 

・介護給付の適正化に向け、市町等が行うケアプランや給付実績を活用した点検等の
取組について、研修会の開催、アドバイザーの派遣等により支援します。 

 

 

図１－２ みえ高齢者元気・かがやきプラン＜第９期＞の全体像 
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○ わが国では、地域に生きる一人ひとりが尊重され、多様な経路で社会とつな

がり、参画することで、その生きる力や可能性を最大限に発揮できる「地域

共生社会」の実現をめざしており、その視点もふまえて取組を進めます。 

 

３ 策定のための体制 

 

○ プランは、保健・医療・福祉等の各分野に関係するものであり、これらの分

野の専門家で構成する「三重県社会福祉審議会高齢者福祉専門分科会」にお

いて調査・審議いただきました。 

 

○ 令和５（2023）年 10 月～11 月に市町等へのヒアリングを行い、市町等が策

定する介護保険事業計画（第９期）との整合を図りました。 

 

○ 令和５（2023）年 12 月～令和６（2024）年１月には三重県ホームページを通

じて「パブリックコメント」を実施し、広く県民の意見を聴取しました。 

 

４ プランの評価について 

 

○ 平成 30（2018）年施行の介護保険法等改正により、県は市町等による自立支

援等施策への支援に関し、県が取り組むべき施策の実施状況およびその目標

の達成状況に関する調査および分析を行い、プランの実績に関する評価を行

うこととし、その評価の結果を公表するよう努めるとともに、市町等の評価

の結果とあわせ厚生労働大臣に報告することと規定されています。 

 

○ 本県では、プランについて年度ごとに三重県社会福祉審議会高齢者福祉専門

分科会で評価を行い、評価をもとに改善を行う「ＰＤＣＡサイクル」により

運用します。 
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図１－３ 新プランの期間とＰＤＣＡサイクル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 関係計画間の整合・調和 

 

○ 令和５（2023）年度は本プランと「三重県医療計画」が同時に改定されま

す。病床の機能の分化および連携の推進による効率的で質の高い医療提供

体制の構築と在宅医療・介護の充実等の地域包括ケアシステムの構築が一

体的に行われるよう、両計画の整合性の確保を図りました。具体的には、

「三重県在宅医療推進懇話会」において意見をいただくとともに、「地域医

療構想調整会議」の中で医療・介護関係団体および市町等による「医療・

介護体制整備に係る協議の場」を開催し、計画を策定する上で必要な整合

性に関する協議を行いました。 

 

○ プランの策定にあたっては、本県の総合計画である「みえ元気プラン」の枠

組みの中で、「医療介護総合確保推進法に基づく三重県計画」との整合性を図

るとともに、「三重県地域福祉支援計画」、「みえ障がい者共生社会づくりプラ

ン」、「三重の健康づくり基本計画」、「三重県医療費適正化計画」、「三重県住

生活基本計画」、「三重県高齢者居住安定確保計画」および「三重県地域防災

計画」との調和を図りました。 

 

○ また、新型コロナウイルス感染症の流行をふまえ、感染症に対する備えにつ

いて新たに「三重県感染症対策条例」、「三重県感染症予防計画」および「三

重県新型インフルエンザ等対策行動計画」との調和を図りました。 
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○ 本県では、平成 19（2007）年度に、本県における地域包括ケアのあるべき姿

を示した「みえ地域ケア体制整備構想」を策定しており、その視点やビジョ

ンをふまえて、今回のプランの策定に取り組みました。 

 

○ 本県では、平成 29（2017）年、「一人ひとり違った個性や能力をもつ個人と

して尊重され、誰もが希望をもって日々自分らしく生きられる、誰もが自分

の目標に向けて挑戦できる、誰もが能力を発揮し、参画・活躍できる社会」

をめざして「ダイバーシティみえ推進方針」を策定しており、同方針との調

和を図りました。 

 

○ 特に、県内人口に占める外国人住民の割合は全国でもかなり高い水準である

ことから、多文化共生の社会づくりを進める中で、外国人の高齢者に対して

も、医療、介護、予防、住まい、生活支援が一体的に提供される地域包括ケ

アの構築に取り組み、地域共生社会の実現をめざす必要があります。 

 

図１－４ 関係計画間の調和 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

みえ地域ケア体制整備構想 

～2035 年を展望した将来ビジョン～ 

 

みえ高齢者・元気かがやきプラン 

第９期三重県介護保険事業支援計画 

第 10 次三重県高齢者福祉計画 

みえ元気プラン（三重県総合計画） 

 

三重県医療計画 
（三重県地域医療構想を含む） 

 

医療介護総合確保推進法に

基づく三重県計画 

三重県高齢者 

居住安定確保計画 

 

三重の健康づくり 

基本計画 

三重県住生活 

基本計画 

三重県医療費 

適正化計画 

三重県地域防災計画 

（三重県防災・減災対策行

動計画を含む） 

 

三重県感染症予防計画 

 

三重県地域福祉 

支援計画 

 

みえ障がい者共生 

社会づくりプラン 



- 10 - 

 

６ 老人福祉圏域 

 

○ 老人福祉圏域は、以下の図のとおり、「北勢圏域」、「中勢伊賀圏域」、「南勢志

摩圏域」、「東紀州圏域」とします。 

 

○ 「三重県医療計画」等との調和を図る観点から、二次医療圏と同じ圏域を設

定しました。 

 

○ このプランにおける圏域は、介護保険法第 118 条第２項第１号に規定する区

域および老人福祉法第 20 条の９第２項に規定する区域（老人福祉圏域）と

して取り扱います。 

 

図１－５ 老人福祉圏域 
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○ 三重県地域医療構想では、４つの二次医療圏をベースとして、８つの地域を 

「地域医療構想区域」として設定しています。 

 

図１－６ 地域医療構想区域 
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７ 広報 

 

○ プランは、三重県ホームページへ掲載し、全ての県民に周知されるよう努め

ます。 

 

○ プランの推進に県民のご理解、ご協力をいただけるよう、相談や問い合わせ

に応じます。 

 

○ 「出前トーク」を通じ、介護保険制度の概要や地域包括ケアシステムの説明

を行い、周知を図ります。 

 

 


